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2023年版
電気設備技術基準とその解釈

追補版
（2022 年 11 月 1日〜 11月 30 日の改正を追加）

■掲載内容
令和4年経済産業省令第82号
「電気事業法施行規則等の一部を改正する省令」
　令和 4年 11月 1日改正
　令和 4年 11月 1日施行
電気事業法施行規則 ･････････････････････････････････････････2
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電気設備の技術基準の解釈 ･･･････････････････････････････････4

令和4年経済産業省令第88号
「電気事業法施行規則等の一部を改正する省令」
　令和 4年 11月 30日改正
　令和 4年 12月 1日施行
電気設備に関する技術基準を定める省令 ･･････････････････････11
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電気関係報告規則 ･･････････････････････････････････････････23
電気工事士法施行規則 ･･････････････････････････････････････28

令和4年政令362号
「電気事業法施行令の一部を改正する政令」
　令和 4年 11月 30日改正
　令和 4年 12月 1日施行
電気事業法施行令 ･･････････････････････････････････････････29

令和4年政令364号
「高圧ガス保安法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う
関係政令の整備及び経過措置に関する政令」
　令和 4年 11月 30日改正
　令和 5年 4月 1日施行
電気事業法施行令 ･･････････････････････････････････････････31
電気工事士法施行令 ････････････････････････････････････････32
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令和 4年経済産業省令第 82号
電気事業法施行規則等の一部を改正する省令

令和 4年 11月 1日改正
令和 4年 11月 1日施行
電気事業法施行規則

改正後 改正前
（託送供給等約款の申請期間）
第 17条の 8　法第 18条第 1項の経済産業省令で
定める期間は，4月 1日を始期とする 5年間とする．

［新設］

（託送供給等約款において定めるべき事項）
第 1 8条　法第 18条第 1項の託送供給等約款は，小
売電気事業，一般送配電事業，配電事業及び特
定送配電事業の用に供するための電気並びに法
第 2条第 1項第五号ロに掲げる接続供給に係
る電気に係る託送供給及び電力量調整供給に関
し，振替供給又は接続供給及び電力量調整供給
に関する次に掲げる事項について定めるものと
する．

（託送供給等約款において定めるべき事項）
第 1 8条　法第 18条第 1項の託送供給等約款は，
小売電気事業，一般送配電事業，配電事業及
び特定送配電事業の用に供するための電気並
びに法第 2条第 1項第五号ロに掲げる接続供
給に係る電気に係る託送供給及び電力量調整
供給に関し，振替供給又は接続供給及び電力
量調整供給に関する次に掲げる事項について
定めるものとする．ただし，沖縄電力株式会
社にあっては，第一号に掲げる事項について
定めることを要しない（同社が前条に規定す
る振替供給を行わない場合に限る．）．

（託送供給等約款の認可の申請）
第 19条　［略］
一　�第 17条の 3第 1項の規定により提出した書類
の写し

二　 一般送配電事業託送供給等約款料金算定規則の
規定に基づいて作成した書類

三　 供給の相手方の負担となるものの金額の算出の
根拠又は当該金額の決定の方法に関する説明書

2　［略］
一・二　［略］
三　�前条第二号ロの事項を変更（消費税及び地方消
費税に相当する額（以下「消費税等相当額」と
いう．）のみの変更を除く．）しようとする場合
にあっては，第 17条の 3第 1項の規定により
提出した書類の写し（法第 17条の 2第 4項の
承認を受けた場合にあっては，第 17条の 4第
1項の規定により提出した書類の写し）

四　 前条第二号ロの事項を変更（消費税等相当額の
みの変更を除く．）しようとする場合にあって
は，一般送配電事業託送供給等約款料金算定規
則の規定に基づいて作成した書類

五　［略］

（託送供給等約款の認可の申請）
第 19条　［略］
［新設］

一　 一般送配電事業託送供給等約款料金算定規
則の規定に基づいて作成した書類

二　 供給の相手方の負担となるものの金額の算
出の根拠又は当該金額の決定の方法に関す
る説明書

2　［略］
一・二　［略］
［新設］

三　 前条第二号ロの事項を変更（消費税及び地
方消費税に相当する額（以下「消費税等相
当額」という．）のみの変更を除く．）しよ
うとする場合にあっては，一般送配電事業
託送供給等約款料金算定規則の規定に基づ
いて作成した書類

四　［略］
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（託送供給等約款の変更の届出）
第 21条　［略］
一　�託送供給等約款により接続供給を受ける者又は
電力量調整供給を受ける者（以下「接続供給等
利用者」という．）の料金を変更する場合であっ
て，当該料金が法第 17条の 2第 1項の承認又
は同条第 4項の変更の承認を受けた収入の見通
しを超えない額の収入をその算定の基礎とする
場合

二　 接続供給等利用者の料金の支払期日から支払が
遅延することにより追加的に発生する当該接続
供給等利用者の負担（以下「延滞利息」という．）
を変更する場合であって，当該接続供給等利用
者が受ける接続供給又は電力量調整供給に係る
電気の量，最大需要電力その他の利用形態並び
に当該接続供給等利用者が料金を支払うべき義
務の発生する日からその支払を行う日までの期
間並びに一般送配電事業の用に供する石炭，石
油及び液化天然ガス（輸入されたものに限る．）
の価格が当該託送供給等約款の変更の前後にお
いて同一であると仮定した場合において，いず
れかの接続供給等利用者の支払うべき延滞利息
を合計した額が減少し，かつ，その他の接続供
給等利用者の支払うべき延滞利息を合計した額
が増加しないと見込まれる場合

三　［略］
四　 前三号に掲げるもののほか，託送供給等利用者
の負担となる事項を変更する場合であって，い
ずれの託送供給等利用者の負担も増加しない場
合

五　 受電電力，受電電力量，供給電力若しくは供給
電力量の計測方法又は料金調定の方法を変更す
る場合であって，いずれの託送供給等利用者の
支払うべき料金及び延滞利息の額及びその他の
負担も増加しない場合

六　 送電上の責任の分界を変更する場合であって，
いずれの託送供給等利用者の支払うべき料金及
び延滞利息の額及びその他の負担も増加しない
場合

七～十　［略］

（託送供給等約款の変更の届出）
第 21条　［略］
［新設］

一　�託送供給等約款により接続供給を受ける者
又は電力量調整供給を受ける者（以下「接
続供給等利用者」という．）の料金及びその
支払期日から支払が遅延することにより追
加的に発生する当該接続供給等利用者の負
担（以下「料金等」という．）を変更する場
合であって，当該接続供給等利用者が受け
る接続供給又は電力量調整供給に係る電気
の量，最大需要電力その他の利用形態並び
に当該接続供給等利用者が料金を支払うべ
き義務の発生する日からその支払を行う日
までの期間並びに一般送配電事業の用に供
する石炭，石油及び液化天然ガス（輸入さ
れたものに限る．）の価格が当該託送供給等
約款の変更の前後において同一であると仮
定した場合において，いずれかの接続供給
等利用者の支払うべき料金等を合計した額
が減少し，かつ，その他の接続供給等利用
者の支払うべき料金等を合計した額が増加
しないと見込まれる場合（一般送配電事業
託送供給等約款料金算定規則第 28 条第 2
項に規定する電気の買取りに係る離島等に
おけるインバランス料金の額が減少する場
合を含む．）

二　［略］
三　 前二号に掲げるもののほか，託送供給等利
用者の負担となる事項を変更する場合で
あって，いずれの託送供給等利用者の負担
も増加しない場合

四　 受電電力，受電電力量，供給電力若しくは
供給電力量の計測方法又は料金調定の方法
を変更する場合であって，いずれの託送供
給等利用者の支払うべき料金等の額及びそ
の他の負担も増加しない場合

五　 送電上の責任の分界を変更する場合であっ
て，いずれの託送供給等利用者の支払うべ
き料金等の額及びその他の負担も増加しな
い場合

六～九　［略］

第 22条　［略］
一・二　［略］
三　第 18条第二号ロの事項を変更（消費税等相当
額のみの変更を除く．）しようとする場合にあって
は，第 17条の 3第 1項の規定により提出した書類
の写し（法第 17条の 2第 4項の承認を受けた場合
にあっては，第 17条の 4第 1項の規定により提出
した書類の写し）及び一般送配電事業託送供給等約
款料金算定規則の規定に基づいて作成した書類

四　［略］

第 22条　［略］
一・二　［略］
三　第 18条第二号ロの事項を変更（消費税等相
当額のみの変更を除く．）しようとする場合（次
条各号に掲げる費用の額の減少のみに対応する
場合を除く．）にあっては，一般送配電事業託送
供給等約款料金算定規則の規定に基づいて作成
した書類（同令様式第 2を除く．）

四　第 18条第二号ロの事項を変更（消費税等相
当額のみの変更を除く．）しようとする場合（次
条各号に掲げる費用の額の減少のみに対応する
場合に限る．）にあっては，一般送配電事業託送
供給等約款料金算定規則の規定に基づいて作成
した書類
五　［略］
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経済産業省　20221125 保局第 1号
電気事業法施行規則等の一部を改正する省令

令和 4年 11月 30日改正
令和 4年 12月 1日施行
電気設備の技術基準の解釈

改正後 改正前

目　次
第 1章　［略］
第 2章 　発電所，蓄電所並びに変電所，開閉所及び

これらに準ずる場所の施設（第 38条―第 48
条）

第 3章～第 8章　［略］
別表

目　次
第 1章　［略］
第 2章 　発電所並びに変電所，開閉所及びこれらに

準ずる場所の施設（第 38条―第 48条）

第 3章～第 8章　［略］
別表

【用語の定義】（省令第 1条）
第 1条　［略］
一～四　［略］
五　 需要場所　電気使用場所を含む 1の構内又はこ
れに準ずる区域であって，発電所，蓄電所，変
電所及び開閉所以外のもの

六～三十八　［略］

【用語の定義】（省令第 1条）
第 1条　［略］
一～四　［略］
五　 需要場所　電気使用場所を含む 1の構内又はこ
れに準ずる区域であって，発電所，変電所及び
開閉所以外のもの

六～三十八　［略］

【高圧又は特別高圧の電路の絶縁性能】（省令第 5条
第 2項）
第 15条　［略］
一・二　［略］

15-1表
電路の種類 試験電圧

最大使用電圧
が 7 000 V以
下の電路

［略］ ［略］

［略］ ［略］

最大使用電圧
が 7 000 Vを
超え，60 000 
V以下の電路

［略］ ［略］

［略］ ［略］

最大使用電圧
が 60 000 V
を超える電路

整流
器に
接続
する
以外
のも
の

中性点非接地式電路

中
性
点
接
地
式
電
路

最大使用
電 圧 が
170 000 V
を超える
もの

中性点
が直接
接地さ
れてい
る発電
所，蓄
電所又
は変電
所若し
くはこ
れに準
ずる場
所に施
設する
もの

最大使用電圧
の 0.64 倍 の
電圧

上記以
外の中
性点直
接接地
式電路

最大使用電圧
の 0.72 倍 の
電圧

上記以外

最大使用電圧
の 1.1倍の電
圧（75 000 V
未満となる場
合は，75 000 
V）

［略］
［略］ ［略］
［略］ ［略］

【高圧又は特別高圧の電路の絶縁性能】（省令第 5条
第 2項）
第 15条　［略］
一・二　［略］

15-1表
電路の種類 試験電圧

最大使用電圧
が 7 000 V以
下の電路

［略］ ［略］

［略］ ［略］

最大使用電圧
が 7 000 Vを
超え，60 000 
V以下の電路

［略］ ［略］

［略］ ［略］

最大使用電圧
が 60 000 V
を超える電路

整流
器に
接続
する
以外
のも
の

中性点非接地式電路

中
性
点
接
地
式
電
路

最大使用
電 圧 が
170 000 V
を超える
もの

中性点
が直接
接地さ
れてい
る発電
所又は
変電所
若しく
はこれ
に準ず
る場所
に施設
するも
の

最大使用電圧
の 0.64 倍 の
電圧

上記以
外の中
性点直
接接地
式電路

最大使用電圧
の 0.72 倍 の
電圧

上記以外

最大使用電圧
の 1.1倍の電
圧（75 000 V
未満となる場
合は，75 000 
V）

［略］
［略］ ［略］
［略］ ［略］
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【機械器具等の電路の絶縁性能】（省令第 5条第 2項，
第 3項）
第 16条　［略］
2～ 5　［略］
6　 開閉器，遮断器，電力用コンデンサ，誘導電圧
調整器，計器用変成器その他の器具（第 1項か
ら前項までに規定するもの及び使用電圧が低圧
の電気使用機械器具（第 142条第九号に規定す
るものをいう．）を除く．以下この項において
「器具等」という．）の電路並びに発電所，蓄電
所又は変電所，開閉所若しくはこれらに準ずる
場所に施設する機械器具の接続線及び母線（電
路を構成するものに限る．）は，次の各号のい
ずれかに適合する絶縁性能を有すること．

【機械器具等の電路の絶縁性能】（省令第 5条第 2項，
第 3項）
第 16条　［略］
2～ 5　［略］
6　 開閉器，遮断器，電力用コンデンサ，誘導電圧
調整器，計器用変成器その他の器具（第 1項か
ら前項までに規定するもの及び使用電圧が低圧
の電気使用機械器具（第 142条第九号に規定す
るものをいう．）を除く．以下この項において「器
具等」という．）の電路並びに発電所又は変電所，
開閉所若しくはこれらに準ずる場所に施設する
機械器具の接続線及び母線（電路を構成するも
のに限る．）は，次の各号のいずれかに適合す
る絶縁性能を有すること．

【接地工事の種類及び施設方法】（省令第 11条）
第 17条　［略］
一・二　［略］
三　 接地極及び接地線を人が触れるおそれがある
場所に施設する場合は，前号ハの場合，及び
発電所，蓄電所又は変電所，開閉所若しくは
これらに準ずる場所において，接地極を第 19
条第 2項第一号の規定に準じて施設する場合
を除き，次により施設すること．

四　［略］
2～ 6　［略］

【接地工事の種類及び施設方法】（省令第 11条）
第 17条　［略］
一・二　［略］
三　 接地極及び接地線を人が触れるおそれがある
場所に施設する場合は，前号ハの場合，及び
発電所又は変電所，開閉所若しくはこれらに
準ずる場所において，接地極を第 19条第 2項
第一号の規定に準じて施設する場合を除き，
次により施設すること．

四　［略］
2～ 6　［略］

【高圧の機械器具の施設】（省令第 9条第 1項）
第 2 1条　高圧の機械器具（これに附属する高圧電
線であってケーブル以外のものを含む．以下こ
の条において同じ．）は，次の各号のいずれか
により施設すること．ただし，発電所，蓄電所
又は変電所，開閉所若しくはこれらに準ずる場
所に施設する場合はこの限りでない．

一～五　［略］

【高圧の機械器具の施設】（省令第 9条第 1項）
第 2 1条　高圧の機械器具（これに附属する高圧電
線であってケーブル以外のものを含む．以下こ
の条において同じ．）は，次の各号のいずれか
により施設すること．ただし，発電所又は変電
所，開閉所若しくはこれらに準ずる場所に施設
する場合はこの限りでない．

一～五　［略］

【特別高圧の機械器具の施設】（省令第 9条第 1項）
第 2 2条　特別高圧の機械器具（これに附属する特
別高圧電線であって，ケーブル以外のものを含
む．以下この条において同じ．）は，次の各号
のいずれかにより施設すること．ただし，発
電所，蓄電所又は変電所，開閉所若しくはこ
れらに準ずる場所に施設する場合，又は第 191
条第 1項第二号ただし書若しくは第 194条第
1項の規定により施設する場合はこの限りでな
い．

一～七　［略］
2　 特別高圧用の変圧器は，次の各号に掲げるもの
を除き，発電所，蓄電所又は変電所，開閉所若
しくはこれらに準ずる場所に施設すること．

一～三　［略］

【特別高圧の機械器具の施設】（省令第 9条第 1項）
第 2 2条　特別高圧の機械器具（これに附属する特
別高圧電線であって，ケーブル以外のものを含
む．以下この条において同じ．）は，次の各号
のいずれかにより施設すること．ただし，発電
所又は変電所，開閉所若しくはこれらに準ずる
場所に施設する場合，又は第 191条第 1項第
二号ただし書若しくは第 194条第 1項の規定
により施設する場合はこの限りでない．

一～七　［略］
2　 特別高圧用の変圧器は，次の各号に掲げるもの
を除き，発電所又は変電所，開閉所若しくはこ
れらに準ずる場所に施設すること．

一～三　［略］

【特別高圧配電用変圧器の施設】（省令第 9条第 1項）
第 26条　 特別高圧電線路（第 108条に規定する特

別高圧架空電線路を除く．）に接続する
配電用変圧器を，発電所，蓄電所又は変
電所，開閉所若しくはこれらに準ずる場
所以外の場所に施設する場合は，次の各
号によること．

一～四　［略］

【特別高圧配電用変圧器の施設】（省令第 9条第 1項）
第 26条　 特別高圧電線路（第 108条に規定する特

別高圧架空電線路を除く．）に接続する
配電用変圧器を，発電所又は変電所，開
閉所若しくはこれらに準ずる場所以外の
場所に施設する場合は，次の各号による
こと．

一～四　［略］

【特別高圧を直接低圧に変成する変圧器の施設】（省
令第 13条）
第 27条　［略］
一　発電所，蓄電所又は変電所，開閉所若しくは
これらに準ずる場所の所内用の変圧器
二～六　［略］

【特別高圧を直接低圧に変成する変圧器の施設】（省
令第 13条）
第 27条　［略］
一　発電所又は変電所，開閉所若しくはこれらに
準ずる場所の所内用の変圧器
二～六　［略］
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【変圧器等からの電磁誘導作用による人の健康影響
の防止】（省令第 27条の 2）
第 3 1条　発電所，蓄電所，変電所，開閉所及び需
要場所以外の場所に施設する変圧器，開閉器及
び分岐装置（以下この条において「変圧器等」
という．）から発生する磁界は，第 3項に掲げ
る測定方法により求めた磁束密度の測定値（実
効値）が，商用周波数において 200 µT以下で
あること．ただし，造営物内，田畑，山林その
他の人の往来が少ない場所において，人体に危
害を及ぼすおそれがないように施設する場合
は，この限りでない．

2・3　［略］

【変圧器等からの電磁誘導作用による人の健康影響
の防止】（省令第 27条の 2）
第 3 1条　発電所，変電所，開閉所及び需要場所以
外の場所に施設する変圧器，開閉器及び分岐装
置（以下この条において「変圧器等」という．）
から発生する磁界は，第 3項に掲げる測定方
法により求めた磁束密度の測定値（実効値）が，
商用周波数において 200 µT以下であること．
ただし，造営物内，田畑，山林その他の人の往
来が少ない場所において，人体に危害を及ぼす
おそれがないように施設する場合は，この限り
でない．

2・3　［略］

【地絡遮断装置の施設】（省令第 15条）
第 36条　［略］
一　［略］
二　 機械器具を次のいずれかの場所に施設する場
合

イ　 発電所，蓄電所又は変電所，開閉所若しくは
これらに準ずる場所

ロ・ハ　［略］
三～八　［略］
2　［略］
3　［略］
一　 発電所，蓄電所又は変電所若しくはこれに準
ずる場所にある電路

二　［略］
4　［略］

【地絡遮断装置の施設】（省令第 15条）
第 36条　［略］
一　［略］
二　 機械器具を次のいずれかの場所に施設する場
合

イ　 発電所又は変電所，開閉所若しくはこれらに
準ずる場所

ロ・ハ　［略］
三～八　［略］
2　［略］
3　［略］
一　 発電所又は変電所若しくはこれに準ずる場所
にある電路

二　［略］
4　［略］

36-1表
地絡遮断装置を
施設する箇所 電路 地絡遮断装置を施設

しなくても良い場合

発電所，蓄電所
又は変電所若し
くはこれに準ず
る場所の引出口

発電所，蓄電所
又は変電所若し
くはこれに準ず
る場所から引出
される電路

発電所，蓄電所又は
変電所相互間の電線
路が，いずれか一方
の発電所，蓄電所又
は変電所の母線の延
長とみなされるもの
である場合において，
計器用変成器を母線
に施設すること等に
より，当該電線路に
地絡を生じた場合に
電源側の電路を遮断
する装置を施設する
とき

［略］ ［略］ ［略］

配電用変圧器
（単巻変圧器を除
く．）の施設箇所

配電用変圧器の
負荷側の電路

配電用変圧器の負荷
側に地絡を生じた場
合に，当該配電用変
圧器の施設箇所の電
源側の発電所，蓄電
所又は変電所で当該
電路を遮断する装置
を施設するとき

（備考）　引出口とは、常時又は事故時において、発電所、蓄
電所又は変電所若しくはこれに準ずる場所から電線路へ電流
が流出する場所をいう．

36-1表
地絡遮断装置を
施設する箇所 電路 地絡遮断装置を施設

しなくても良い場合

発電所又は変電
所若しくはこれ
に準ずる場所の
引出口

発電所又は変電
所若しくはこれ
に準ずる場所か
ら引出される電
路

発電所又は変電所相
互間の電線路が，い
ずれか一方の発電所，
蓄電所又は変電所の
母線の延長とみなさ
れるものである場合
において，計器用変
成器を母線に施設す
ること等により，当
該電線路に地絡を生
じた場合に電源側の
電路を遮断する装置
を施設するとき

［略］ ［略］ ［略］

配電用変圧器
（単巻変圧器を除
く．）の施設箇所

配電用変圧器の
負荷側の電路

配電用変圧器の負荷
側に地絡を生じた場
合に，当該配電用変
圧器の施設箇所の電
源側の発電所又は変
電所で当該電路を遮
断する装置を施設す
るとき

（備考）　引出口とは，常時又は事故時において，発電所又は
変電所若しくはこれに準ずる場所から電線路へ電流が流出す
る場所をいう．

【避雷器等の施設】（省令第 49条）
第 37条　［略］
一　発電所，蓄電所又は変電所若しくはこれに準
ずる場所の架空電線の引込口（需要場所の引込口
を除く．）及び引出口
二～四　［略］
2・3　［略］

【避雷器等の施設】（省令第 49条）
第 37条　［略］
一　発電所又は変電所若しくはこれに準ずる場所
の架空電線の引込口（需要場所の引込口を除く．）
及び引出口
二～四　［略］
2・3　［略］
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第 2章 　発電所，蓄電所並びに変電所，開閉所及
びこれらに準ずる場所の施設

第 2章 　発電所並びに変電所，開閉所及びこれら
に準ずる場所の施設

【発電所等への取扱者以外の者の立入の防止】（省
令第 23条第 1項）
第 3 8条　高圧又は特別高圧の機械器具及び母線等
（以下，この条において「機械器具等」という．）
を屋外に施設する発電所，蓄電所又は変電所，
開閉所若しくはこれらに準ずる場所（以下，こ
の条において「発電所等」という．）は，次の
各号により構内に取扱者以外の者が立ち入らな
いような措置を講じること．ただし，土地の状
況により人が立ち入るおそれがない箇所につい
ては，この限りでない．

一～四　［略］
2・3　［略］

【発電所等への取扱者以外の者の立入の防止】（省
令第 23条第 1項）
第 3 8条　高圧又は特別高圧の機械器具及び母線等
（以下，この条において「機械器具等」という．）
を屋外に施設する発電所又は変電所，開閉所若
しくはこれらに準ずる場所（以下，この条にお
いて「発電所等」という．）は，次の各号によ
り構内に取扱者以外の者が立ち入らないような
措置を講じること．ただし，土地の状況により
人が立ち入るおそれがない箇所については，こ
の限りでない．

一～四　［略］
2・3　［略］

【蓄電池の保護装置】（省令第 44条第 1項）
第 4 4条　発電所，蓄電所又は変電所若しくはこれ
に準ずる場所に施設する蓄電池（常用電源の停
電時又は電圧低下発生時の非常用予備電源とし
て用いるものを除く．）には，次の各号に掲げ
る場合に，自動的にこれを電路から遮断する装
置を施設すること．

一～四　［略］

【蓄電池の保護装置】（省令第 44条第 1項）
第 4 4条　発電所又は変電所若しくはこれに準ずる
場所に施設する蓄電池（常用電源の停電時又は
電圧低下発生時の非常用予備電源として用いる
ものを除く．）には，次の各号に掲げる場合に，
自動的にこれを電路から遮断する装置を施設す
ること．

一～四　［略］
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【常時監視をしない蓄電所の施設】（省令第 46条第
2項）
第 4�7 条の 3　技術員が当該蓄電所において常時監
視をしない蓄電所は，次の各号のいずれかに
より施設すること．

一　�随時巡回方式により施設する場合は，次に適
合するものであること．

イ　�技術員が，適当な間隔をおいて蓄電所を巡回
し，運転状態の監視を行うものであること．

ロ　�蓄電所は，電気の供給に支障を及ぼさないよ
う，次に適合するものであること．

イ　�当該蓄電所に異常が生じた場合に，一般送配
電事業者又は配電事業者が電気を供給する需
要場所（当該蓄電所と同一の構内又はこれに
準ずる区域にあるものを除く．）が停電しない
こと．

ロ　�当該蓄電所の運転又は停止により，一般送配
電事業者又は配電事業者が運用する電力系統
の電圧及び周波数の維持に支障を及ぼさない
こと．

ハ　�蓄電所に施設する変圧器の使用電圧は，170�
000�V 以下であること．

ニ　�他冷式（変圧器の巻線及び鉄心を直接冷却す
るため封入した冷媒を強制循環させる冷却方
式をいう．以下，この条において同じ．）の
特別高圧用変圧器の冷却装置が故障した場合
又は温度が著しく上昇した場合に，逆変換装
置の運転を自動停止する装置の施設等により，
当該変圧器に流れる電流を遮断するものであ
ること．

二　�随時監視制御方式により施設する場合は，次
に適合するものであること．

イ　�技術員が，必要に応じて蓄電所に出向き，運
転状態の監視又は制御その他必要な措置を行
うものであること．

ロ　�次の場合に，技術員へ警報する装置を施設す
ること．

イ　�蓄電所内（屋外であって，変電所若しくは開
閉所又はこれらに準ずる機能を有する設備を
施設する場所を除く．）で火災が発生した場合

ロ　�他冷式の特別高圧用変圧器の冷却装置が故障
した場合又は温度が著しく上昇した場合

ハ　�ガス絶縁機器（圧力の低下により絶縁破壊等
を生じるおそれのないものを除く．）の絶縁ガ
スの圧力が著しく低下した場合

ニ　�逆変換装置の運転が異常により自動停止した
場合

ホ　�運転操作に必要な遮断器（当該遮断器の遮断
により逆変換装置の運転が自動停止するもの
を除く．）が異常により自動的に遮断した場合
（遮断器が自動的に再閉路した場合を除く．）

ハ　�蓄電所の出力が 2�000�kW未満の場合にお
いては，ロの規定における技術員への警報を，
技術員に連絡するための補助員への警報とす
ることができる．

ニ　�蓄電所に施設する変圧器の使用電圧は，170�
000�V 以下であること．

ホ　�47-10 表の左欄に掲げる場合に同表右欄に掲
げる動作をする装置を施設するときは，同表
左欄に掲げる場合に警報する装置を施設しな
いことができる．

［新設］
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47-10 表
場合 動作

第二号ロロ 当該設備を電路から自
動的に遮断するととも
に，逆変換装置の運転
を自動停止する．

第二号ロハ

三　�遠隔常時監視制御方式により施設する場合は，
次に適合するものであること．

イ　�技術員が，制御所に常時駐在し，蓄電所の運
転状態の監視及び制御を遠隔で行うものであ
ること．

ロ　�前号ロイからホまでに掲げる場合に，制御所
へ警報する装置を施設すること．

ハ　�制御所には，次に掲げる装置を施設すること．
イ　�蓄電所の運転及び停止を，監視及び操作する
装置

ロ　�使用電圧が 100�000Vを超える変圧器を施設
する蓄電所にあっては，次に掲げる装置

⑴　�運転操作に常時必要な遮断器の開閉を監視す
る装置

⑵　�運転操作に常時必要な遮断器（自動再閉路装
置を有する高圧又は 15�000�V 以下の特別高
圧の配電線路用遮断器を除く．）の開閉を操作
する装置

ハ　�ニにおいて規定する，蓄電所に必要な装置
ニ　�遠隔常時監視制御方式により施設する場合に
おいて，前号ロニ及びホ並びにホの規定は，
制御所へ警報する場合に準用する．

［新設］

【電線路からの電磁誘導作用による人の健康影響の
防止】（省令第 27条の 2）
第 5 0条　発電所，蓄電所，変電所，開閉所及び需
要場所以外の場所に施設する電線路から発生す
る磁界は，第 3項に掲げる測定方法により求め
た磁束密度の測定値（実効値）が，商用周波数
において 200 µT以下であること．ただし，造
営物内，田畑，山林その他の人の往来が少ない
場所において，人体に危害を及ぼすおそれがな
いように施設する場合は，この限りでない．

2・3　［略］

【電線路からの電磁誘導作用による人の健康影響の
防止】（省令第 27条の 2）
第 5 0条　発電所，変電所，開閉所及び需要場所以
外の場所に施設する電線路から発生する磁界
は，第 3項に掲げる測定方法により求めた磁束
密度の測定値（実効値）が，商用周波数におい
て 200 µT以下であること．ただし，造営物内，
田畑，山林その他の人の往来が少ない場所にお
いて，人体に危害を及ぼすおそれがないように
施設する場合は，この限りでない．

2・3　［略］

【特別高圧架空電線路の市街地等における施設制
限】（省令第 40条，第 48条第 1項）
第 88条　［略］
一　［略］
二　［略］
イ　［略］
ロ　 電線の地表上の高さは，88-2表に規定する値
以上であること．ただし，発電所，蓄電所又
は変電所若しくはこれに準ずる場所の構内と
構外とを結ぶ 1径間の架空電線にあっては，
この限りでない．（関連省令第 20条）

［略］
ハ～ト　［略］
三　［略］
2　［略］

【特別高圧架空電線路の市街地等における施設制
限】（省令第 40条，第 48条第 1項）
第 88条　［略］
一　［略］
二　［略］
イ　［略］
ロ　 電線の地表上の高さは，88-2表に規定する値
以上であること．ただし，発電所又は変電所
若しくはこれに準ずる場所の構内と構外とを
結ぶ 1径間の架空電線にあっては，この限り
でない．（関連省令第 20条）

［略］
ハ～ト　［略］
三　［略］
2　［略］
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【電力保安通信用電話設備の施設】（省令第 4条，
第 50条第 1項）
第 135条　［略］
一　［略］
イ　 遠隔監視制御されない発電所又は蓄電所（第

225条に規定する場合に係るものを除く．）．
ただし，次に適合するものを除く．

イ　 発電所又は蓄電所の出力が 2 000 kW未満で
あること．

ロ・ハ　［略］
ロ～ニ　［略］
ホ　�蓄電制御所（蓄電所を遠隔監視制御する場所
をいう．以下この条において同じ．）

へ～チ　［略］
二～五　［略］
六　 同一電力系統に属し，保安上，緊急連絡の必
要がある発電所，蓄電所，変電所及び変電所
に準ずる場所であって特別高圧の電気を変成
するためのもの，発電制御所，蓄電制御所，
変電制御所及び開閉所相互の間

七　［略］
イ　 発電所又は蓄電所．ただし，次に適合するも
のを除く．

イ・ロ　［略］
ロ・ハ　［略］
ニ　蓄電制御所
ホ・ヘ　［略］
八　 発電所，蓄電所，変電所，変電所に準ずる場
所であって特別高圧の電気を変成するための
もの，発電制御所，蓄電制御所，変電制御所，
開閉所，給電所及び技術員駐在所と電気設備
の保安上，緊急連絡の必要がある気象台，測
候所，消防署及び放射線監視計測施設等との
間

2　［略］

【電力保安通信用電話設備の施設】（省令第 4条，
第 50条第 1項）
第 135条　［略］
一　［略］
イ　 遠隔監視制御されない発電所（第 225条に規
定する場合に係るものを除く．）．ただし，次
に適合するものを除く．

イ　発電所の出力が 2 000 kW未満であること．

ロ・ハ　［略］
ロ～ニ　［略］
［新設］

ホ～ト　［略］
二～五　［略］
六　 同一電力系統に属し，保安上，緊急連絡の必
要がある発電所，変電所，変電所に準ずる場
所であって特別高圧の電気を変成するための
もの，発電制御所，変電制御所及び開閉所相
互の間

七　［略］
イ　発電所．ただし，次に適合するものを除く．

イ・ロ　［略］
ロ・ハ　［略］
［新設］
ニ・ホ　［略］
八　 発電所，変電所，変電所に準ずる場所であっ
て特別高圧の電気を変成するためのもの，発
電制御所，変電制御所，開閉所，給電所及び
技術員駐在所と電気設備の保安上，緊急連絡
の必要がある気象台，測候所，消防署及び放
射線監視計測施設等との間

2　［略］

【電気鉄道等に係る用語の定義】（省令第 1条）
第 201条　［略］
一～三　［略］
四　き電線　発電所，蓄電所又は変電所から他の
発電所，蓄電所又は変電所を経ないで電車線に至
る電線
五～八　［略］

【電気鉄道等に係る用語の定義】（省令第 1条）
第 201条　［略］
一～三　［略］
四　 き電線　発電所又は変電所から他の発電所又
は変電所を経ないで電車線に至る電線

五～八　［略］
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令和 4年経済産業省令第 88号
電気事業法施行規則等の一部を改正する省令

令和 4年 11月 30日改正
令和 4年 12月 1日施行

電気設備に関する技術基準を定める省令
改正後 改正前

（用語の定義）
第 1条　［略］
一～三　［略］
四　�「蓄電所」とは，構外から伝送される電力を構
内に施設した電力貯蔵装置その他の電気工作
物により貯蔵し，当該伝送された電力と同一
の使用電圧及び周波数でさらに構外に伝送す
る所（同一の構内において発電設備，変電設
備又は需要設備と電気的に接続されているも
のを除く．）をいう．

五　 「変電所」とは，構外から伝送される電気を構
内に施設した変圧器，回転変流機，整流器そ
の他の電気機械器具により変成する所であっ
て，変成した電気をさらに構外に伝送するも
の（蓄電所を除く．）をいう．

六　 「開閉所」とは，構内に施設した開閉器その他
の装置により電路を開閉する所であって，発
電所，蓄電所，変電所及び需要場所以外のも
のをいう．

七・八　［略］
九　 「電線路」とは，発電所，蓄電所，変電所，開
閉所及びこれらに類する場所並びに電気使用
場所相互間の電線（電車線を除く．）並びにこ
れを支持し，又は保蔵する工作物をいう．

十～十九　［略］

（用語の定義）
第 1条　［略］
一～三　［略］
［新設］

四　 「変電所」とは，構外から伝送される電気を構
内に施設した変圧器，回転変流機，整流器そ
の他の電気機械器具により変成する所であっ
て，変成した電気をさらに構外に伝送するも
のをいう．

五　 「開閉所」とは，構内に施設した開閉器その他
の装置により電路を開閉する所であって，発
電所，変電所及び需要場所以外のものをいう．

六・七　［略］
八　 「電線路」とは，発電所，変電所，開閉所及び
これらに類する場所並びに電気使用場所相互
間の電線（電車線を除く．）並びにこれを支持
し，又は保蔵する工作物をいう．

九～十八　［略］

（公害等の防止）
第 19条　［略］
2　 水質汚濁防止法（昭和 45年法律第 138号）第

2条第 2項の規定による特定施設を設置する発
電所，蓄電所又は変電所，開閉所若しくはこれ
らに準ずる場所から排出される排出水は，同法
第 3条第 1項及び第 3項の規定による規制基準
に適合しなければならない．

3　［略］
4　 水質汚濁防止法第 2条第 8項に規定する有害物
質使用特定施設（次項において「有害物質使用
特定施設」という．）を設置する発電所，蓄電
所又は変電所，開閉所若しくはこれらに準ずる
場所から地下に浸透される同項に規定する特定
地下浸透水（次項において「特定地下浸透水」
という．）は，同法第 8条第一項の環境省令で
定める要件に該当してはならない．

5　 発電所，蓄電所又は変電所，開閉所若しくはこ
れらに準ずる場所に設置する有害物質使用特定
施設は，水質汚濁防止法第 12条の 4の環境省
令で定める基準に適合しなければならない．た
だし，発電所，蓄電所又は変電所，開閉所若し
くはこれらに準ずる場所から特定地下浸透水を
浸透させる場合は，この限りでない．

6　 発電所，蓄電所又は変電所，開閉所若しくはこ
れらに準ずる場所に設置する水質汚濁防止法第
5条第 3項に規定する有害物質貯蔵指定施設は，
同法第 12条の 4の環境省令で定める基準に適
合しなければならない．

（公害等の防止）
第 19条　［略］
2　 水質汚濁防止法（昭和 45年法律第 138号）第

2条第 2項の規定による特定施設を設置する発
電所又は変電所，開閉所若しくはこれらに準ず
る場所から排出される排出水は，同法第 3条第
1項及び第 3項の規定による規制基準に適合し
なければならない．

3　［略］
4　 水質汚濁防止法第 2条第 8項に規定する有害物
質使用特定施設（次項において「有害物質使用
特定施設」という．）を設置する発電所又は変
電所，開閉所若しくはこれらに準ずる場所から
地下に浸透される同項に規定する特定地下浸透
水（次項において「特定地下浸透水」という．）
は，同法第 8条第 1項の環境省令で定める要件
に該当してはならない．

5　 発電所又は変電所，開閉所若しくはこれらに準
ずる場所に設置する有害物質使用特定施設は，
水質汚濁防止法第 12条の 4の環境省令で定め
る基準に適合しなければならない．ただし，発
電所又は変電所，開閉所若しくはこれらに準ず
る場所から特定地下浸透水を浸透させる場合
は，この限りでない．

6　 発電所又は変電所，開閉所若しくはこれらに準
ずる場所に設置する水質汚濁防止法第 5条第 3
項に規定する有害物質貯蔵指定施設は，同法第
12条の 4の環境省令で定める基準に適合しな
ければならない．
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7　 水質汚濁防止法第 2条第 4項の規定による指定
施設を設置する発電所，蓄電所又は変電所，開
閉所若しくはこれらに準ずる場所には，指定施
設の破損その他の事故が発生し，有害物質又は
指定物質を含む水が当該設置場所から公共用水
域に排出され，又は地下に浸透したことにより
人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそ
れがないよう，適切な措置を講じなければなら
ない．

8　 水質汚濁防止法第 2条第 5項の規定による貯油
施設等を設置する発電所，蓄電所又は変電所，
開閉所若しくはこれらに準ずる場所には，貯油
施設等の破損その他の事故が発生し，油を含む
水が当該設置場所から公共用水域に排出され，
又は地下に浸透したことにより生活環境に係る
被害を生ずるおそれがないよう，適切な措置を
講じなければならない．

9　 特定水道利水障害の防止のための水道水源水域
の水質の保全に関する特別措置法（平成 6年法
律第 9号）第 2条第 6項の規定による特定施設
等を設置する発電所，蓄電所又は変電所，開閉
所若しくはこれらに準ずる場所から排出される
排出水は，同法第 9条第 1項の規定による規制
基準に適合しなければならない．

10　［略］
11　 騒音規制法（昭和 43年法律第 98号）第 2条

第 1項の規定による特定施設を設置する発電
所，蓄電所又は変電所，開閉所若しくはこれ
らに準ずる場所であって同法第 3条第 1項の
規定により指定された地域内に存するものに
おいて発生する騒音は，同法第 4条第 1項又
は第 2項の規定による規制基準に適合しなけ
ればならない．

12　 振動規制法（昭和 51年法律第 64号）第 2条
第 1項の規定による特定施設を設置する発電
所，蓄電所又は変電所，開閉所若しくはこれ
らに準ずる場所であって同法第 3条第 1項の
規定により指定された地域内に存するものに
おいて発生する振動は，同法第四条第 1項又
は第 2項の規定による規制基準に適合しなけ
ればならない．

13　 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法
律（昭和 44年法律第 57号）第 3条第 1項の
規定により指定された急傾斜地崩壊危険区域
（以下「急傾斜地崩壊危険区域」という．）内
に施設する発電所，蓄電所又は変電所，開閉
所若しくはこれらに準ずる場所の電気設備，
電線路又は電力保安通信設備は，当該区域内
の急傾斜地（同法第 2条第 1項の規定による
ものをいう．）の崩壊を助長し又は誘発するお
それがないように施設しなければならない．

14・15　［略］

7　 水質汚濁防止法第 2条第 4項の規定による指定
施設を設置する発電所又は変電所，開閉所若し
くはこれらに準ずる場所には，指定施設の破損
その他の事故が発生し，有害物質又は指定物質
を含む水が当該設置場所から公共用水域に排出
され，又は地下に浸透したことにより人の健康
又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがない
よう，適切な措置を講じなければならない．

8　 水質汚濁防止法第 2条第 5項の規定による貯油
施設等を設置する発電所又は変電所，開閉所若
しくはこれらに準ずる場所には，貯油施設等の
破損その他の事故が発生し，油を含む水が当該
設置場所から公共用水域に排出され，又は地下
に浸透したことにより生活環境に係る被害を生
ずるおそれがないよう，適切な措置を講じなけ
ればならない．

9　 特定水道利水障害の防止のための水道水源水域
の水質の保全に関する特別措置法（平成 6年法
律第 9号）第 2条第 6項の規定による特定施
設等を設置する発電所又は変電所，開閉所若し
くはこれらに準ずる場所から排出される排出水
は，同法第九条第一項の規定による規制基準に
適合しなければならない．

10　［略］
11　 騒音規制法（昭和 43年法律第 98号）第 2条

第 1項の規定による特定施設を設置する発電
所又は変電所，開閉所若しくはこれらに準ず
る場所であって同法第 3条第 1項の規定によ
り指定された地域内に存するものにおいて発
生する騒音は，同法第 4条第 1項又は第 2項
の規定による規制基準に適合しなければなら
ない．

12　 振動規制法（昭和 51年法律第 64号）第 2条
第 1項の規定による特定施設を設置する発電
所又は変電所，開閉所若しくはこれらに準ず
る場所であって同法第 3条第 1項の規定によ
り指定された地域内に存するものにおいて発
生する振動は，同法第 4条第 1項又は第 2項
の規定による規制基準に適合しなければなら
ない．

13　 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法
律（昭和 44年法律第 57号）第 3条第 1項の
規定により指定された急傾斜地崩壊危険区域
（以下「急傾斜地崩壊危険区域」という．）内
に施設する発電所又は変電所，開閉所若しく
はこれらに準ずる場所の電気設備，電線路又
は電力保安通信設備は，当該区域内の急傾斜
地（同法第 2条第 1項の規定によるものをい
う．）の崩壊を助長し又は誘発するおそれがな
いように施設しなければならない．

14・15　［略］

（発電所等への取扱者以外の者の立入の防止）
第 23条　高圧又は特別高圧の電気機械器具，母線
等を施設する発電所，蓄電所又は変電所，開閉所
若しくはこれらに準ずる場所には，取扱者以外の
者に電気機械器具，母線等が危険である旨を表示
するとともに，当該者が容易に構内に立ち入るお
それがないように適切な措置を講じなければなら
ない．
2　［略］

（発電所等への取扱者以外の者の立入の防止）
第 23条　高圧又は特別高圧の電気機械器具，母線
等を施設する発電所又は変電所，開閉所若しくは
これらに準ずる場所には，取扱者以外の者に電気
機械器具，母線等が危険である旨を表示するとと
もに，当該者が容易に構内に立ち入るおそれがな
いように適切な措置を講じなければならない．

2　［略］
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（電気機械器具等からの電磁誘導作用による人の健
康影響の防止）
第 2 7条の 2　変圧器，開閉器その他これらに類す
るもの又は電線路を発電所，蓄電所，変電所，
開閉所及び需要場所以外の場所に施設するに当
たっては，通常の使用状態において，当該電気
機械器具等からの電磁誘導作用により人の健康
に影響を及ぼすおそれがないよう，当該電気機
械器具等のそれぞれの付近において，人によっ
て占められる空間に相当する空間の磁束密度の
平均値が，商用周波数において 200 µT以下に
なるように施設しなければならない．ただし，
田畑，山林その他の人の往来が少ない場所にお
いて，人体に危害を及ぼすおそれがないように
施設する場合は，この限りでない．

2　［略］

（電気機械器具等からの電磁誘導作用による人の健
康影響の防止）
第 2 7条の 2　変圧器，開閉器その他これらに類す
るもの又は電線路を発電所，変電所，開閉所及
び需要場所以外の場所に施設するに当たって
は，通常の使用状態において，当該電気機械器
具等からの電磁誘導作用により人の健康に影響
を及ぼすおそれがないよう，当該電気機械器具
等のそれぞれの付近において，人によって占め
られる空間に相当する空間の磁束密度の平均値
が，商用周波数において 200 µT以下になるよ
うに施設しなければならない．ただし，田畑，
山林その他の人の往来が少ない場所において，
人体に危害を及ぼすおそれがないように施設す
る場合は，この限りでない．

2　［略］

（ガス絶縁機器等の危険の防止）
第 3 3条　発電所，蓄電所又は変電所，開閉所若し
くはこれらに準ずる場所に施設するガス絶縁機
器（充電部分が圧縮絶縁ガスにより絶縁された
電気機械器具をいう．以下同じ．）及び開閉器
又は遮断器に使用する圧縮空気装置は，次の各
号により施設しなければならない．

一～六　［略］

（ガス絶縁機器等の危険の防止）
第 3 3条　発電所又は変電所，開閉所若しくはこれ
らに準ずる場所に施設するガス絶縁機器（充電
部分が圧縮絶縁ガスにより絶縁された電気機械
器具をいう．以下同じ．）及び開閉器又は遮断
器に使用する圧縮空気装置は，次の各号により
施設しなければならない．

一～六　［略］

（常時監視をしない発電所等の施設）
第 46条　［略］
2　 前項に掲げる発電所以外の発電所，蓄電所又は
変電所（これに準ずる場所であって，10万 V
を超える特別高圧の電気を変成するためのもの
を含む．以下この条において同じ．）であって，
発電所，蓄電所又は変電所の運転に必要な知識
及び技能を有する者が当該発電所若しくはこれ
と同一の構内，蓄電所又は変電所において常時
監視をしない発電所，蓄電所又は変電所は，非
常用予備電源を除き，異常が生じた場合に安全
かつ確実に停止することができるような措置を
講じなければならない．

（常時監視をしない発電所等の施設）
第 46条　［略］
2　 前項に掲げる発電所以外の発電所又は変電所
（これに準ずる場所であって，10万 Vを超える
特別高圧の電気を変成するためのものを含む．
以下この条において同じ．）であって，発電所
又は変電所の運転に必要な知識及び技能を有す
る者が当該発電所若しくはこれと同一の構内又
は変電所において常時監視をしない発電所又は
変電所は，非常用予備電源を除き，異常が生じ
た場合に安全かつ確実に停止することができる
ような措置を講じなければならない．

（高圧及び特別高圧の電路の避雷器等の施設）
第 49条　［略］
一　 発電所，蓄電所又は変電所若しくはこれに準
ずる場所の架空電線引込口及び引出口

二・三　［略］

（高圧及び特別高圧の電路の避雷器等の施設）
第 49条　［略］
一　 発電所又は変電所若しくはこれに準ずる場所
の架空電線引込口及び引出口

二・三　［略］

（電力保安通信設備の施設）
第 5 0条　発電所，蓄電所，変電所，開閉所，給電
所（電力系統の運用に関する指令を行う所をい
う．），技術員駐在所その他の箇所であって，一
般送配電事業又は配電事業に係る電気の供給に
対する著しい支障を防ぎ，かつ，保安を確保す
るために必要なものの相互間には，電力保安通
信用電話設備を施設しなければならない．

2　［略］

（電力保安通信設備の施設）
第 5 0条　発電所，変電所，開閉所，給電所（電力
系統の運用に関する指令を行う所をいう．），技
術員駐在所その他の箇所であって，一般送配電
事業又は配電事業に係る電気の供給に対する著
しい支障を防ぎ，かつ，保安を確保するために
必要なものの相互間には，電力保安通信用電話
設備を施設しなければならない．

2　［略］
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電気事業法施行規則
（定義）
第 1条　［略］
2　［略］
一　 「変電所」とは，構内以外の場所から伝送され
る電気を変成し，これを構内以外の場所に伝
送するため，又は構内以外の場所から伝送さ
れる電圧 10万 V以上の電気を変成するため
に設置する変圧器その他の電気工作物の総合
体（蓄電所を除く．）をいう．

二　 「送電線路」とは，発電所相互間，蓄電所相互間，
変電所相互間，発電所と蓄電所との間，発電
所と変電所との間又は蓄電所と変電所との間
の電線路（専ら通信の用に供するものを除く．
以下同じ．）及びこれに附属する開閉所その他
の電気工作物をいう．

三　 「配電線路」とは，発電所，蓄電所，変電所若
しくは送電線路と需要設備との間又は需要設
備相互間の電線路及びこれに附属する開閉所
その他の電気工作物をいう．

四～七　［略］

（定義）
第 1条　［略］
2　［略］
一　 「変電所」とは，構内以外の場所から伝送され
る電気を変成し，これを構内以外の場所に伝
送するため，又は構内以外の場所から伝送さ
れる電圧 10万 V以上の電気を変成するため
に設置する変圧器その他の電気工作物の総合
体をいう．

二　 「送電線路」とは，発電所相互間，変電所相互
間又は発電所と変電所との間の電線路（専ら
通信の用に供するものを除く．以下同じ．）及
びこれに附属する開閉所その他の電気工作物
をいう．

三　 「配電線路」とは，発電所，変電所若しくは送
電線路と需要設備との間又は需要設備相互間
の電線路及びこれに附属する開閉所その他の
電気工作物をいう．

四～七　［略］

（蓄電用の電気工作物の範囲）
第 4�7条の13　令第46条第3項の表第十三号（六）
の経済産業省令で定めるものは，蓄電所とす
る．

［新設］

（保安規程）
第 50条　［略］
2　［略］
一～十一　［略］
十二　 発電所又は蓄電所の運転を相当期間停止す

る場合における保全の方法に関すること．
十三～十五　［略］
3　 第 1項第二号に掲げる事業用電気工作物を設置
する者は，法第 42条第 1項の保安規程におい
て，次の各号に掲げる事項を定めるものとする．
ただし，鉱山保安法（昭和 24年法律第 70号），
鉄道営業法（明治 33年法律第 65号），軌道法
（大正 10年法律第 76号）又は鉄道事業法（昭
和 61年法律第 92号）が適用され又は準用され
る自家用電気工作物については発電所，蓄電所，
変電所及び送電線路に係る次の事項について定
めることをもって足りる．

一～四　［略］
五　 発電所又は蓄電所の運転を相当期間停止する
場合における保全の方法に関すること．

六～九　［略］
4～ 9　［略］

保安規程）
第 50条　［略］
2　［略］
一～十一　［略］
十二　 発電所の運転を相当期間停止する場合にお

ける保全の方法に関すること．
十三～十五　［略］
3　 第 1項第二号に掲げる事業用電気工作物を設置
する者は，法第 42条第 1項の保安規程におい
て，次の各号に掲げる事項を定めるものとする．
ただし，鉱山保安法（昭和 24年法律第 70号），
鉄道営業法（明治 33年法律第 65号），軌道法
（大正 10年法律第 76号）又は鉄道事業法（昭
和 61年法律第 92号）が適用され又は準用され
る自家用電気工作物については発電所，変電所
及び送電線路に係る次の事項について定めるこ
とをもって足りる．

一～四　［略］
五　 発電所の運転を相当期間停止する場合におけ
る保全の方法に関すること．

六～九　［略］
4～ 9　［略］
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（主任技術者の選任等）
第 52条　［略］

一～二　［略］ ［略］

三　 燃料電池発電所
（二に規定するもの
を除く．），蓄電所，
変電所，送電線路
又は需要設備の設
置の工事のための
事業場

［略］

四・五　［略］ ［略］

2　 次の各号のいずれかに掲げる自家用電気工作物
に係る当該各号に定める事業場のうち，当該自
家用電気工作物の工事，維持及び運用に関する
保安の監督に係る業務（以下「保安管理業務」
という．）を委託する契約（以下「委託契約」
という．）が次条に規定する要件に該当する者
と締結されているものであって，保安上支障が
ないものとして経済産業大臣（事業場が一の産
業保安監督部の管轄区域内のみにある場合は，
その所在地を管轄する産業保安監督部長．次項
並びに第 53条第 1項，第 2項及び第 5項にお
いて同じ．）の承認を受けたもの並びに発電所，
蓄電所，変電所及び送電線路以外の自家用電気
工作物であって鉱山保安法が適用されるものの
みに係る前項の表第三号又は第六号の事業場に
ついては，同項の規定にかかわらず，電気主任
技術者を選任しないことができる．

一　 出力 5 000 kW未満の太陽電池発電所又は蓄
電所であって電圧 7 000 V以下で連系等をす
るもの　前項の表第六号の事業場

二～五　［略］
3・4　［略］

（主任技術者の選任等）
第 52条　［略］

一～二　［略］ ［略］

三　 燃料電池発電所
（二に規定するもの
を除く．），変電所，
送電線路又は需要
設備の設置の工事
のための事業場

［略］

四・五　［略］ ［略］

2　 次の各号のいずれかに掲げる自家用電気工作物
に係る当該各号に定める事業場のうち，当該自
家用電気工作物の工事，維持及び運用に関する
保安の監督に係る業務（以下「保安管理業務」
という．）を委託する契約（以下「委託契約」
という．）が次条に規定する要件に該当する者
と締結されているものであって，保安上支障が
ないものとして経済産業大臣（事業場が一の産
業保安監督部の管轄区域内のみにある場合は，
その所在地を管轄する産業保安監督部長．次項
並びに第 53条第 1項，第 2項及び第 5項にお
いて同じ．）の承認を受けたもの並びに発電所，
変電所及び送電線路以外の自家用電気工作物で
あって鉱山保安法が適用されるもののみに係る
前項の表第三号又は第六号の事業場について
は，同項の規定にかかわらず，電気主任技術者
を選任しないことができる．

一　 出力 5 000 kW未満の太陽電池発電所であっ
て電圧 7 000 V以下で連系等をするもの　前
項の表第六号の事業場

二～五　［略］
3・4　［略］

（免状の種類による監督の範囲）
第 56条　［略］

主任技術者免状の種類 保安の監督をすること
ができる範囲

一～二　［略］ ［略］

三　［略］ 電圧 5万 V 未満の事
業用電気工作物（出力
5 000 kW以上の発電
所又は蓄電所を除く．）
の工事，維持及び運用
（四又は六に掲げるも
のを除く．）

四～七　［略］ ［略］

（免状の種類による監督の範囲）
第 56条　［略］

主任技術者免状の種類 保安の監督をすること
ができる範囲

一～二　［略］ ［略］

三　［略］ 電圧 5 万 V 未満の事
業用電気工作物（出
力 5 000 kW以上の発
電所を除く．）の工事，
維持及び運用（四又は
六に掲げるものを除
く．）

四～七　［略］ ［略］

（使用前安全管理検査）
第 73条の 2の 2　［略］
一～二　［略］
三　 変更の工事を行う発電所，蓄電所又は変電所
に属する電力用コンデンサー

四　 変更の工事を行う発電所，蓄電所又は変電所
に属する分路リアクトル又は限流リアクトル

五　 電力貯蔵装置（蓄電所に属する出力 1万�kW
以上又は容量 8万 kW･h以上のものを除く．）

六～八　［略］

（使用前安全管理検査）
第 73条の 2の 2　［略］
一～二　［略］
三　 変更の工事を行う発電所又は変電所に属する
電力用コンデンサー

四　 変更の工事を行う発電所又は変電所に属する
分路リアクトル又は限流リアクトル

五　電力貯蔵装置

六～八　［略］
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別表第 2（第 62条，第 65条関係）
工事の種類 認可を要

するもの
事前届け出を要す
るもの

発電所 ［略］ ［略］ ［略］

蓄電所 一�　設置の工
事

出 力 1 万�kW 以
上又は容量 8 万�
kW･h 以上の蓄電
所の設置

二　変更の工
事 で あ っ
て，次の設
備に係るも
の

（一）　変圧器 1�　 電 圧 17 万�
V 以 上 で あ っ
て，容量 10 万�
kV･A 以上の変
圧器の設置

2�　 電 圧 17 万�
V 以 上 で あ っ
て，容量 10 万�
kV･A 以上の変
圧器の改造で
あって，次に掲
げるもの

⑴�　20�％以上の
電圧又は容量の
変更を伴うもの

⑵�　電圧調整装置
を付加するもの

3�　 電 圧 17 万�
V 以 上 で あ っ
て，容量 10 万�
kV･A 以上の変
圧器の取替え

（二）　電圧調
整器又は電
圧位相調整
器

1�　電圧 17 万�V
以上の蓄電所に
係 る 容 量 1 万�
kV･A 以上の電
圧調整器又は電
圧位相調整器の
設置

2�　電圧 17� 万 V
以上の蓄電所に
係 る 容 量 1 万�
kV･A 以上の電
圧調整器又は電
圧位相調整器の
改造であって，
20％以上の電圧
又は容量の変更
を伴うもの

3�　電圧 17 万�V
以上の蓄電所に
係 る 容 量 1 万�
kV･A 以上の電
圧調整器又は電
圧位相調整器の
取替え

（三）　調相機 1　電圧 17 万�V
以上の蓄電所に係
る容量 2万�kV･A
以上の調相機の設
置

別表第 2（第 62条，第 65条関係）
工事の種類 認可を要

するもの
事前届け出を要
するもの

発電所 ［略］ ［略］ ［略］

［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］
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2�　 電 圧 17 万�
V 以上の蓄電
所に係る容量
2 万�kV･A 以
上の調相機の
改造であって，
20�％以上の電
圧又は容量の
変更を伴うも
の

3�　 電 圧 17 万�
V 以上の蓄電
所に係る容量
2 万�kV･A 以
上の調相機の
取替え

（四）　電力用
コ ン デ ン
サー

1�　 電 圧 17 万�
V 以上の蓄電
所に係る容量
1 万�kV･A 以
上の群の設置

2�　 電 圧 17 万�
V 以上の蓄電
所に係る容量
1 万�kV･A 以
上の群の改造
であって，20�
％以上の容量
の変更を伴う
もの

3�　 電 圧 17 万�
V 以上の蓄電
所に係る容量
1 万�kV･A 以
上の群の取替
え

（五）　分路リ
アクトル又
は限流リア
クトル

1�　 電 圧 17 万�
V 以上の蓄電
所に係る容量
1 万�kV･A 以
上の分路リア
クトル又は限
流リアクトル
の設置

2�　 電 圧 17 万�
V 以上の蓄電
所に係る容量
1 万�kV･A 以
上の分路リア
クトル又は限
流リアクトル
の改造であっ
て，20�％以上
の容量の変更
を伴うもの

3�　 電 圧 17 万�
V 以上の蓄電
所に係る容量
1 万�kV･A 以
上の分路リア
クトル又は限
流リアクトル
の取替え

（六）　周波数
変換機器又
は整流機器

1�容 量 15 万
kV･A 以 上 又
は 出 力 15 万
kW 以上の周
波数変換機器
又は整流機器
の設置

［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］
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2�　 容 量 15 万
kV･A 以 上 又
は 出 力 15 万
kW 以上の周
波数変換機器
又は整流機器
の改造であっ
て，20% 以上
の電圧の変更
又は 20%以上
の容量若しく
は出力の変更
を伴うもの

3�　 容 量 15 万
kV･A 以 上 又
は 出 力 15 万
kW 以上の周
波数変換機器
又は整流機器
の取替え

（七）　遮断器 1�　送電線引出
口の遮断器（需
要設備と電気
的に接続する
ためのものを
除く．）であっ
て， 電 圧 17
万�V 以上のも
のの設置（ガ
ス遮断器又は
ガス遮断器以
外の遮断器に
替え，ガス遮
断器を設置す
る 場 合 を 除
く．）

2�　送電線引出
口の遮断器（需
要設備と電気
的に接続する
ためのものを
除く．）であっ
て， 電 圧 17
万�V 以上のも
のの改造のう
ち，20�％（ガ
ス遮断器及び
真空遮断機に
あっては，30�
％）以上の遮
断電流の変更
を伴うもの

3　周波数低下
による事故の拡
大を防止するた
めに設置する遮
断器であって，
法第 38 条第 3
項各号に掲げる
事業の用に供す
る電圧 30 万�V
以上のものの設
置

4�　他の者が設
置する電気工
作物（需要設
備を除く．）と
電気的に接続
するための遮
断器であって，
電 圧 17 万�V
以上のものの
取替え

［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］
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（八）　逆変換
装置

出 力 1 万�kW
以上又は容量 8
万�kW･h以上の
電力貯蔵装置に
係る逆変換装置
の設置，取替え
又は改造であっ
て，20� ％以上
の電圧若しくは
出力の変更を伴
うもの

（九）　電力貯
蔵装置

1�　 出 力 1 万�
kW 以 上 又
は 容 量 8 万�
kW･h 以 上の
電力貯蔵装置
の設置

2�　 出 力 1 万�
kW 以 上 又
は 容 量 8 万�
kW･h 以 上の
電力貯蔵装置
の改造であっ
て，20�％以上
の出力又は容
量の変更を伴
うもの

三　附帯設備

（一）　蓄電所
の運転を管
理するため
の制御装置

出 力 1 万�kW
以上又は容量 8
万�kW･h 以 上
の蓄電所に係る
制御装置の改造
であって，制御
方式の変更を伴
うもの

［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］
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別表第 3（第 63条，第 66条，第 78条関係）
電気工作
物の種類

記載すべき事項 ［略］

一般記載事項 ［略］

一　発電
所

［略］ ［略］ ［略］

一の二　
蓄電所

1　蓄電所の名
称及び位置
（都道府県
群市区町村
字を記載す
ること．）

送電関係一覧
図
事業用電気工
作物が電気の
円滑な供給を
確保するため
技術上適切な
ものであるこ
と の 説 明 書
（電圧17万�V
以上の電力系
統に係る事業
用電気工作物
であって，一
般送配電事業
又は配電事業
の用に供され
るものに係る
場合に限る．）

2　蓄電所の出
力，容量及
び周波数

騒音規制法第
3 条第 1 項の
規定により指
定された地域
内に同法第 2
条第 1項の特
定施設を設置
する場合は，
騒音に関する
説明書

振動規制法第
3 条第 1 項の
規定により指
定された地域
内に同法第 2
条第 1項の特
定施設を設置
する場合は，
振動に関する
説明書

急傾斜地崩壊
危険区域内に
おいて行う制
限工事に係る
場合は，当該
区域内の急傾
斜地の崩壊の
防止措置に関
する説明書
蓄電所の概要
を明示した地
形図
主要設備の配
置の状況を明
示した平面図
及び断面図
単 線 結 線 図
（接地線（計
器用変成器を
除く．）につ
いては電線の
種類，太さ及
び接地の種類
も併せて記載
すること．）

別表第 3（第 63条，第 66条，第 78条関係）
電気工作
物の種類

記載すべき事項 ［略］

一般記載事項 ［略］

一　発電
所

［略］ ［略］ ［略］

［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］
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新技術の内容
を十分に説明
した書類

電磁誘導電圧
計算書（電圧
17 万�V 以上
の電力系統に
係る中性点接
地装置の工事
を含む場合に
限る．）

（一）　変圧
器

第二号一
（一）の
中欄に
準ずる
もの

第二号（一）
の下欄に準ず
るもの

（二）　電圧
調整器
又は電
圧位相
調整器

第二号（二）
の中欄
に準ず
るもの

第二号（二）
の下欄に準ず
るもの

（三）　調相
機

第二号（三）
の中欄
に準ず
るもの

第二号（三）
の下欄に準ず
るもの

（ 四 ）　 電
力用コ
ンデン
サー

第二号（四）
の中欄
に準ず
るもの

第二号（四）
の下欄に準ず
るもの

（五）　分路
リアク
トル 又
は限流
リアク
トル

第二号（五）
の中欄
に準ず
るもの

第二号（五）
の下欄に準ず
るもの

（六）　周波
数変換
機器又
は整流
機器

第二号（六）
の中欄
に準ず
るもの

第二号（六）
の下欄に準ず
るもの

（七）　遮断
器

第二号（七）
の中欄
に準ず
るもの

第二号（七）
の下欄に準ず
るもの

（八）　逆変
換装置

第一号（六）
9の 中
欄に準
ずるも
の

第一号（六）
9 の下欄に準
ずるもの

（九）　電力
貯蔵装
置

第一号（六）
10　の
中欄に
準ずる
もの

第一号（六）
10 の下欄に
準ずるもの

（十）　蓄電
所 の運
転を管
理 する
ための
制御装
置

第一号（七）
1の 中
欄に準
ずるも
の

第一号（七）
1 の下欄に準
ずるもの

［新設］ ［新設］ ［新設］ ［新設］



22

別表第 4（第 65条）
工事の種類 事前届出を要するもの

一～七　［略］ ［略］

八　［略］ 発電所，蓄電所，変電所，送
電線路，電力用保安通信設
備，需要設備若しくはこれ
らの設置のための事業場に
おける空気圧縮機，送風機，
通風機，破砕機，粉砕機，摩
砕機，ふるい若しくは分級
機（騒音規制法第2条第1項
に規定する特定施設に該当
するものに限る．）の設置（特
定施設の種類ごとの数を当
該特定施設の種類について
直近に届け出た数の2倍以
内の数に増加する場合を除
く．）又はこれらに係る騒音
防止設備の廃止若しくは改
造であって騒音防止の能力
の減少を伴うもの

九　［略］ 発電所，蓄電所，変電所，送
電線路，電力保安用通信設
備，需要設備若しくはこれ
らの設置のための事業場に
おける圧縮機，破砕機，粉砕
機，摩砕機，ふるい若しくは
分級機（振動規制法第2条第
1項に規定する特定施設に
該当するものに限る．）の設
置若しくは改造であって能
力の変更を伴うもの又はこ
れらに係る振動防止設備の
廃止若しくは改造であって
振動防止の能力の減少を伴
うもの

十　［略］ ［略］

別表第 4（第 65条関係）
工事の種類 事前届出を要するもの

一～七　［略］ ［略］

八　［略］ 発電所，変電所，送電線路，
電力用保安通信設備，需要
設備若しくはこれらの設置
のための事業場における空
気圧縮機，送風機，通風機，
破砕機，粉砕機，摩砕機，ふ
るい若しくは分級機（騒音規
制法第2条第1項に規定する
特定施設に該当するものに
限る．）の設置（特定施設の
種類ごとの数を当該特定施
設の種類について直近に届
け出た数の2倍以内の数に
増加する場合を除く．）又は
これらに係る騒音防止設備
の廃止若しくは改造であっ
て騒音防止の能力の減少を
伴うもの

九　［略］ 発電所，変電所，送電線路，
電力保安用通信設備，需要
設備若しくはこれらの設置
のための事業場における圧
縮機，破砕機，粉砕機，摩砕
機，ふるい若しくは分級機
（振動規制法第2条第1項に
規定する特定施設に該当す
るものに限る．）の設置若し
くは改造であって能力の変
更を伴うもの又はこれらに
係る振動防止設備の廃止若
しくは改造であって振動防
止の能力の減少を伴うもの

十　［略］ ［略］
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電気関係報告規則
（定義）
第 1条　［略］
2　［略］
一・二　［略］
三　［略］
イ 　水力発電所に属するものにあっては，ダム，
取水設備，沈砂池，導水路，放水路，ヘッドタ
ンク，サージタンク，水圧管路，水車，揚水式
発電所における揚水用のポンプ，貯水池，調整池，
発電機（出力 3万 kW以上のものに限る．），変
圧器（電圧 17万 V以上かつ容量が 10万 kV･A
以上のものに限る．以下ロからトまでにおいて
同じ．），負荷時電圧調整器（送電電圧 17万 V
以上の発電所に係る容量 1万 kV･A以上のもの
に限る．以下ロからホまでにおいて同じ．），負
荷時電圧位相調整器（送電電圧 17万 V以上の
発電所に係る容量 1万 kV･A以上のものに限
る．以下ロからホまでにおいて同じ．），調相機
（送電電圧 17万 V以上の発電所に係る容量 2万 
kV･A以上のものに限る．以下ロからホまでに
おいて同じ．），電力用コンデンサー（送電電圧
17万 V以上の発電所に係る容量 1万 kV･A以
上の群に属するものに限る．以下ロからホまで
において同じ．），分路リアクトル及び限流リア
クトル（送電電圧 17万 V以上の発電所に係る
容量 1万 kV･A以上のものに限る．以下ロから
ホまでにおいて同じ．），周波数変換機器（容量
15万 kV･A以上のものに限る．以下ロからトま
でにおいて同じ．），整流機器（容量 15万 kV･A
以上の直流電源用のものに限る．以下ロからト
までにおいて同じ．）並びに遮断器（電圧 17万 
V以上の送電線引出口のものに限る．以下ロか
らトまでにおいて同じ．）
ロ～ホ　［略］
ヘ�　蓄電所に属するものにあっては，変圧器，負
荷時電圧調整器（電圧 17万�V 以上の蓄電所に
係る容量 1万�kV･A 以上のものに限る．），負荷
時電圧位相調整器（電圧 17万�V 以上の蓄電所
に係る容量 1万�kV･A 以上のものに限る．），調
相機（電圧 17万�V 以上の蓄電所に係る容量 2
万�kV･A 以上のものに限る．），電力用コンデン
サー（電圧 17万�V 以上の蓄電所に係る容量 1
万�kV･A 以上の群に属するものに限る．），分路
リアクトル及び限流リアクトル（電圧 17 万�V
以上の蓄電所に係る容量 1万�kV･A 以上のもの
に限る．），周波数変換機器，整流機器，遮断器
及び逆変換装置（容量 1万�kV･A 以上のものに
限る．）並びに電力貯蔵装置（出力 1万�kW以
上又は容量 8万�kW･h 以上のものに限る．）
ト～リ　［略］
四～十　［略］
十�一　「放電支障事故」とは，蓄電所の電気工作物
の故障，損傷，破損，欠陥又は電気工作物の誤
操作若しくは電気工作物を操作しないことによ
り当該蓄電所が直ちに運転を停止し，又はその
運転を停止しなければならなくなることをいう．
十二・十三　［略］

（定義）
第一条　［略］
2　［略］
一・二　［略］
三　［略］
イ 　水力発電所に属するものにあっては，ダム，
取水設備，沈砂池，導水路，放水路，ヘッドタ
ンク，サージタンク，水圧管路，水車，揚水式
発電所における揚水用のポンプ，貯水池，調整池，
発電機（出力 3万 kW以上のものに限る．），変
圧器（電圧 17万 V以上かつ容量が 10万 kV･A
以上のものに限る．以下ロからトまでにおいて
同じ．），負荷時電圧調整器（送電電圧 17万 V
以上の発電所に係る容量 1万 kV･A以上のもの
に限る．以下ロからヘまでにおいて同じ．），負
荷時電圧位相調整器（送電電圧 17万 V以上の
発電所に係る容量 1万 kV･A以上のものに限
る．以下ロからヘまでにおいて同じ．），調相機
（送電電圧 17万 V以上の発電所に係る容量 2万
kV･A以上のものに限る．以下ロからヘまでに
おいて同じ．），電力用コンデンサー（送電電圧
17万 V以上の発電所に係る容量 1万 kV･A以
上の群に属するものに限る．以下ロからヘまで
において同じ．），分路リアクトル及び限流リア
クトル（送電電圧 17万 V以上の発電所に係る
容量 1万 kV･A以上のものに限る．以下ロから
ヘまでにおいて同じ．），周波数変換機器（容量
15万 kV･A以上のものに限る．以下ロからトま
でにおいて同じ．），整流機器（容量 15万 kV･A
以上の直流電源用のものに限る．以下ロからト
までにおいて同じ．）並びに遮断器（電圧 17万
V以上の送電線引出口のものに限る．以下ロか
らトまでにおいて同じ．）
ロ～ホ　［略］
［新設］

ヘ～チ　［略］
四～十　［略］
［新設］

十一・十二　［略］
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（事故報告）
第  3条　電気事業者（法第 38条第 3項各号に掲げ
る事業を営む者に限る．以下この条において同
じ．）又は自家用電気工作物を設置する者は，電
気事業者にあっては電気事業の用に供する電気
工作物（原子力発電工作物を除く．以下この項
において同じ．）に関して，自家用電気工作物を
設置する者にあっては自家用電気工作物（鉄道
営業法（明治 33年法律第 65号），軌道法（大正
10年法律第 76号）又は鉄道事業法（昭和 61年
法律第 92号）が適用され又は準用される自家用
電気工作物であって，発電所，蓄電所，変電所
又は送電線路（電気鉄道の専用敷地内に設置さ
れるものを除く．）に属するもの（変電所の直流
き電側設備又は交流き電側設備を除く．）以外の
もの及び原子力発電工作物を除く．以下この項
において同じ．）に関して，次の表の事故の欄に
掲げる事故が発生したときは，それぞれ同表の
報告先の欄に掲げる者に報告しなければならな
い．この場合において，2以上の号に該当する事
故であつて報告先の欄に掲げる者が異なる事故
は，経済産業大臣に報告しなければならない．

（事故報告）
第  3条　電気事業者（法第 38条第 3項各号に掲げ
る事業を営む者に限る．以下この条において同
じ．）又は自家用電気工作物を設置する者は，電
気事業者にあっては電気事業の用に供する電気
工作物（原子力発電工作物を除く．以下この項
において同じ．）に関して，自家用電気工作物を
設置する者にあっては自家用電気工作物（鉄道
営業法（明治 33年法律第 65号），軌道法（大正
10年法律第 76号）又は鉄道事業法（昭和 61年
法律第 92号）が適用され又は準用される自家用
電気工作物であって，発電所，変電所又は送電
線路（電気鉄道の専用敷地内に設置されるもの
を除く．）に属するもの（変電所の直流き電側設
備又は交流き電側設備を除く．）以外のもの及び
原子力発電工作物を除く．以下この項において
同じ．）に関して，次の表の事故の欄に掲げる事
故が発生したときは，それぞれ同表の報告先の
欄に掲げる者に報告しなければならない．この
場合において，2以上の号に該当する事故であつ
て報告先の欄に掲げる者が異なる事故は，経済
産業大臣に報告しなければならない．

事故

報告先

電気事業
者

自家用電
気工作物
を設置す
る者

一～三　［略］ ［略］ ［略］

四　［略］ ［略］ ［略］

　イ～ヘ　［略］

　ト�　出力1万kW以
上 又 は 容 量8万
kW･h以上の蓄電
所

　チ～ヌ　［略］

五　次に掲げるものに
属する主要電気工
作物の破損事故（第
一号，第三号及び第
九号から第十一号ま
でに掲げるものを除
く．）

経済産業
大臣

経済産業
大臣

　イ～ハ　［略］

事故

報告先

電気事業
者

自家用電
気工作物
を設置す
る者

一～三　［略］ ［略］ ［略］

四　［略］ ［略］ ［略］

　イ～ヘ　［略］

［新設］

　ト～リ　［略］

五　次に掲げるものに
属する主要電気工作
物の破損事故（第一
号，第三号及び第八
号から第十号までに
掲げるものを除く．）

経済産業
大臣

経済産業
大臣

　イ～ハ　［略］
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（公害防止等に関する届出）
第 4条　［略］

（公害防止等に関する届出）
第 4条　［略］

届出を要する場
合

届出
期限

届出
事項 届出先

一～五　［略］ ［略］［略］ 経済産業大臣（出
力90万 kW未満
の水力発電所に
属する電気工作
物，火力発電所に
属する電気工作
物，蓄電所に属す
る電気工作物，電
圧30万V未満の
変電所（容量30万
kV ⋅A以上若しく
は出力30万 kW
以上の周波数変
換機器又は出力
10万 kW以上の
整流機器を設置
するものを除く．）
に属する電気工
作物，電圧30万
V（直流にあって
は，10万V）未満
の送電線路に属
する電気工作物，
電圧30万V（直流
にあっては，10万
V）未満の電力系
統に係る保安通
信設備に属する
電気工作物又は
需要設備に属す
る電気工作物に
係る場合は，当該
電気工作物の設
置の場所を管轄
する産業保安監
督部長．第六号に
掲げる場合にあっ
ては，当該発電
所，蓄電所又は変
電所，開閉所若し
くはこれらに準
ずる場所の設置
の場所を管轄す
る産業保安監督
部長）

六　振動規制法
（昭和51年法
律第64号）第
3条第 1項の
規定により指
定された地域
内に設置され
た発電所，蓄
電所又は変電
所，開閉所若
しくはこれら
に準ずる場所
の電気工作物
であって，同
法第 2条第 1
項の特定施設
に該当するも
のの使用の方
法を変更する
場合（当該変
更が電気工作
物の使用開始
時刻の繰上げ
又は使用終了
時刻の繰下げ
を伴わない場
合を除く．）

七～十三　［略］［略］［略］

届出を要する場
合

届出
期限

届出
事項 届出先

一～五　［略］ ［略］［略］ 経済産業大臣（出
力90万 kW未満
の水力発電所に
属する電気工作
物，火力発電所に
属する電気工作
物，電圧30万V未
満の変電所（容量
30万 kV ⋅A以上
若しくは出力30
万 kW以上の周
波数変換機器又
は出力10万 kW
以上の整流機器
を設置するもの
を除く．）に属す
る電気工作物，電
圧30万V（直流に
あっては，10万
V）未満の送電線
路に属する電気
工作物，電圧30万
V（直流にあって
は，10万V）未満
の電力系統に係
る保安通信設備
に属する電気工
作物又は需要設
備に属する電気
工作物に係る場
合は，当該電気工
作物の設置の場
所を管轄する産
業保安監督部長．
第六号に掲げる
場合にあっては，
当該発電所又は
変電所，開閉所若
しくはこれらに
準ずる場所の設
置の場所を管轄
する産業保安監
督部長）

六　振動規制法
（昭和51年法
律第64号）第
3条第 1項の
規定により指
定された地域
内に設置され
た発電所又
は変電所，開
閉所若しくは
これらに準ず
る場所の電気
工作物であっ
て，同法第 2
条第 1項の特
定施設に該
当するものの
使用の方法を
変更する場合
（当該変更が
電気工作物の
使用開始時刻
の繰上げ又は
使用終了時刻
の繰下げを伴
わない場合を
除く．）

七～十三　［略］［略］［略］
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十四　騒音規制
法（昭和43年法
律第98号）第 2
条第 1項の特
定施設（この号
において「特定
施設」という．）
に該当する電
気工作物を設
置する発電所
若しくは変電
所，開閉所若し
くはこれらに
準ずる場所の
設置の場所が
同法第 3条第
1項の規定に
より指定され
た地域（この号
において「指定
地域」という．）
となった場合
又は指定地域
内に設置され
る発電所，蓄電
所若しくは変
電所，開閉所若
しくはこれら
に準ずる場所
の電気工作物
が特定施設と
なった場合

［略］［略］ 当該発電所，
蓄電所又は変
電所，開閉所
若しくはこれ
らに準ずる場
所の設置の場
所を管轄する
産業保安監督
部長

十五　振動規制
法第2条第1項
の特定施設（こ
の号において
「特定施設」と
いう．）に該当
する電気工作
物を設置する
発電所，蓄電所
若しくは変電
所，開閉所若し
くはこれらに
準ずる場所の
設置の場所が
同法第3条第1
項の規定によ
り指定された
地域（この号に
おいて「指定地
域」という．）と
なった場合又
は指定地域内
に設置される
発電所，蓄電
所若しくは変
電所，開閉所
若しくはこれ
らに準ずる場
所の電気工作
物が特定施設
となった場合

［略］

十四　騒音規制
法（昭和43年法
律第98号）第 2
条第 1項の特
定施設（この号
において「特定
施設」という．）
に該当する電
気工作物を設
置する発電所
若しくは変電
所，開閉所若し
くはこれらに
準ずる場所の
設置の場所が
同法第3条第1
項の規定によ
り指定された
地域（この号に
おいて「指定地
域」という．）と
なった場合又
は指定地域内
に設置される
発電所若しく
は変電所，開閉
所若しくはこ
れらに準ずる
場所の電気工
作物が特定施
設となった場
合

［略］［略］ 当該発電所又
は変電所，開
閉所若しくは
これらに準ず
る場所の設置
の場所を管轄
する産業保安
監督部長

十五　振動規制
法第2条第1項
の特定施設（こ
の号において
「特定施設」と
いう．）に該当
する電気工作
物を設置する
発電所若しく
は変電所，開閉
所若しくはこ
れらに準ずる
場所の設置の
場所が同法第
3条第1項の規
定により指定
された地域（こ
の号において
「指定地域」と
いう．）となっ
た場合又は指
定地域内に設
置される発電
所若しくは変
電所，開閉所
若しくはこれ
らに準ずる場
所の電気工作
物が特定施設
となった場合

［略］
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十六　第一号若
しくは第二号
の施設，第三
号，第四号，第
五号の二，若し
くは第六号の
電気工作物又
は騒音規制法
第3条第1項の
規定により指
定された地域
内に設置され
る発電所，蓄電
所，変電所，開
閉所若しくは
これらに準ず
る場所の電気
工作物であっ
て同法第 2条
第1項の特定施
設に該当する
ものを設置す
る者の氏名又
は住所（法人に
あっては名称，
代表者の氏名
若しくは住所
又は事業場の
名称若しくは
所在地）に変更
があった場合

［略］［略］［略］

十七　［略］ ［略］

十七の二　騒音
規制法第 3条
第1項の規定に
より指定され
た地域内に設
置される発電
所，蓄電所，変
電所，開閉所又
はこれらに準
ずる場所の同
法第2条第1項
の特定施設に
該当する電気
工作物の全て
を廃止した場
合

［略］［略］［略］

十六　第一号若
しくは第二号
の施設，第三
号，第四号，第
五号の二，若し
くは第六号の
電気工作物又
は騒音規制法
第3条第1項の
規定により指
定された地域
内に設置され
る発電所，変電
所，開閉所若し
くはこれらに
準ずる場所の
電気工作物で
あって同法第
2条第1項の特
定施設に該当
するものを設
置する者の氏
名又は住所（法
人にあっては
名称，代表者の
氏名若しくは
住所又は事業
場の名称若し
くは所在地）に
変更があった
場合

［略］［略］［略］

十七　［略］ ［略］

十七の二　騒音
規制法第 3条
第1項の規定に
より指定され
た地域内に設
置される発電
所，変電所，開
閉所又はこれ
らに準ずる場
所の同法第2条
第1項の特定施
設に該当する
電気工作物の
全てを廃止し
た場合

［略］［略］［略］
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十七の二の二　
振動規制法第
3条第1項の規
定により指定
された地域内
に設置される
発電所，蓄電
所，変電所，開
閉所又はこれ
らに準ずる場
所の同法第2条
第1項の特定施
設に該当する
電気工作物の
全てを廃止し
た場合

［略］［略］［略］

（自家用電気工作物を設置する者の発電所の出力の
変更等の報告）
第 5条　［略］
一　 発電所，蓄電所若しくは変電所の出力又は送電
線路若しくは配電線路の電圧を変更した場合
（法第 47条第 1項若しくは第 2項の認可を受け，
又は法第 48条第 1項の規定による届出をした
工事に伴い変更した場合を除く．）

二　 発電所，蓄電所，変電所その他の自家用電気工
作物を設置する事業場又は送電線路若しくは配
電線路を廃止した場合

十七の二の二　
振動規制法第
3条第1項の規
定により指定
された地域内
に設置される
発電所，変電
所，開閉所又は
これらに準ず
る場所の同法
第2条第1項の
特定施設に該
当する電気工
作物の全てを
廃止した場合

［略］［略］［略］

（自家用電気工作物を設置する者の発電所の出力の
変更等の報告）
第 5条　［略］
一　 発電所若しくは変電所の出力又は送電線路若し
くは配電線路の電圧を変更した場合（法第 47
条第 1項若しくは第 2項の認可を受け，又は法
第 48条第 1項の規定による届出をした工事に
伴い変更した場合を除く．）

二　 発電所，変電所その他の自家用電気工作物を設
置する事業場又は送電線路若しくは配電線路を
廃止した場合

電気工事士法施行規則
（自家用電気工作物から除かれる電気工作物）
第 1 条の 2　法第 2条第 2項の経済産業省令で定め
る自家用電気工作物は，発電所，蓄電所，変電所，
最大電力 500 kW以上の需要設備，送電線路（発
電所相互間，蓄電所相互間，変電所相互間，発
電所と蓄電所との間，発電所と変電所との間又
は蓄電所と変電所との間の電線路（専ら通信の
用に供するものを除く．以下同じ．）及びこれ
に附属する開閉所その他の電気工作物をいう．）
及び保安通信設備とする．

（自家用電気工作物から除かれる電気工作物）
第 1 条の 2　法第 2条第 2項の経済産業省令で定め
る自家用電気工作物は，発電所，変電所，最大
電力 500 kW以上の需要設備，送電線路（発電
所相互間，変電所相互間又は発電所と変電所と
の間の電線路（専ら通信の用に供するものを除
く．以下同じ．）及びこれに附属する開閉所そ
の他の電気工作物をいう．）及び保安通信設備
とする．
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令和 4年政令 362号
電気事業法施行令の一部を改正する政令

令和 4年 11月 30日改正
令和 4年 12月 1日施行
電気事業法施行令

改正後 改正前
（権限の委任）
第 46条　［略］
2　［略］
3　［略］

（権限の委任）
第 46条　［略］
2　［略］
3　［略］

一～十二［略］ ［略］

十三　［略］
（一）～（五）　［略］
（六）　蓄電用の電気工作物（専ら
電力の貯蔵を目的とするものと
して経済産業省令で定めるもの
に限る．第十六号（六）において
同じ．）に関するもの

（七）～（十一）　［略］

［略］

十四・十五　［略］ ［略］

十六　［略］
（一）～（五）　［略］
（六）　蓄電用の電気工作物の工事
に関するもの

（七）～（十）

［略］

十七　法第51条第3項（登録に係る
部分を除く．）及び第5項から第
7項までの規定に基づく権限で
あって，前号（一）から（十）まで
に掲げるもの（1の産業保安監督
部の管轄区域内のみにある電気
工作物に関するものに限る．）

十八～二十六　［略］

二十七　［略］ 小売電気事
業若しくは
特定卸供給
事業に係る
業務を行う
区域，供給
区域，供給
地点若しく
は電気工作
物の設置の
場所を管轄
する経済産
業局長又は
電気工作物
の設置の場
所若しくは
ボイラー等
の検査の場
所を管轄す
る産業保安
監督部長

一～十二［略］ ［略］

十三　［略］
（一）～（五）　［略］
［新設］

（六）～（十）　［略］

［略］

十四・十五　［略］ ［略］

十六　［略］
（一）～（五）　［略］
［新設］

（六）～（九）　［略］

［略］

十七　法第51条第3項（登録に係る
部分を除く．）及び第5項から第
7項までの規定に基づく権限で
あって，前号（一）から（九）まで
に掲げるもの（1の産業保安監督
部の管轄区域内のみにある電気
工作物に関するものに限る．）

十八～二十六　［略］

二十七　［略］ 小売電気事
業若しくは
特定卸供給
事業に係る
業務を行う
区域，供給
区域，供給
地点若しく
は電気工作
物の設置の
場所を管轄
する経済産
業局長又は
電気工作物
の設置の場
所若しくは
ボイラー等
若しくは格
納容器等の
検査の場所
を管轄する
産業保安監
督部長
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二十八～三十四　［略］ ［略］

三十五　［略］ ボイラー等
の検査の場
所を管轄す
る産業保安
監督部長

三十六～三十九　［略］ ［略］

二十八～三十四　［略］ ［略］

三十五　［略］ ボイラー等
又は格納容
器等の検査
の場所を管
轄する産業
保安監督部
長

三十六～三十九　［略］ ［略］
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令和 4年政令 364号
高圧ガス保安法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う
関係政令の整備及び経過措置に関する政令

令和 4年 11月 30日改正
令和 5年 4月 1日施行
電気事業法施行令

改正後 改正前
（登録適合性確認機関の登録等の有効期間）
第 4 1条　法第 70条第 1項（法第 80条の 6及び第

96条において準用する場合を含む．）の政令で
定める期間は，3年とする．

（登録安全管理審査機関の登録等の有効期間）
第 4 1条　法第 70条第 1項（法第 96条において
準用する場合を含む．）の政令で定める期間
は，3年とする．

（権限の委任）
第 46　条　［略］
2　［略］
3　 次の表の左欄に掲げる経済産業大臣の権限は，
それぞれ同表の右欄に定める経済産業局長又は
産業保安監督部長が行うものとする．ただし，
同表第一号，第四号から第六号まで，第八号，
第九号及び第二十八号から第四十号までに掲げ
る権限については，経済産業大臣が自ら行うこ
とを妨げない．

（権限の委任）
第 46条　［略］
2　［略］
3　 次の表の左欄に掲げる経済産業大臣の権限
は，それぞれ同表の右欄に定める経済産業局
長又は産業保安監督部長が行うものとする．
ただし，同表第一号，第四号から第六号まで，
第八号，第九号及び第二十七号から第三十九
号までに掲げる権限については，経済産業大
臣が自ら行うことを妨げない．

一～十二［略］ ［略］

十三　［略］
（一）～（五）　［略］
（六）　蓄電用の電気工作物（専ら
電力の貯蔵を目的とするものと
して経済産業省令で定めるもの
に限る．第十七号（六）において
同じ．）に関するもの

（七）～（十一）　［略］

［略］

十四・十五　［略］ ［略］

十六　法第46条の規定に基づく権
限

電気工作物
の設置の場
所を管轄す
る産業保安
監督部長

十七～三十二　［略］ ［略］

三十三　［略］ 特 定 計 量
（ 法 第 103
条の 2 第 1
項に規定す
る特定計量
をいう．第
三十九号に
お い て 同
じ．） を す
る者の事業
所を管轄す
る経済産業
局長

三十四～四十　［略］

一～十二［略］ ［略］

十三　［略］
（一）～（五）　［略］
（六）　蓄電用の電気工作物（専ら
電力の貯蔵を目的とするものと
して経済産業省令で定めるもの
に限る．第十六号（六）において
同じ．）に関するもの

（七）～（十一）　［略］

［略］

十四・十五　［略］ ［略］

［新設］ ［新設］

十六～三十一　［略］ ［略］

三十二　［略］ 特 定 計 量
（ 法 第 103
条の 2 第 1
項に規定す
る特定計量
をいう．第
三十八号に
お い て 同
じ．） を す
る者の事業
所を管轄す
る経済産業
局長

三十三～三十九　［略］
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電気工事士法施行令
改正後 改正前

（電気工事士試験）
第 7 条　電気工事士試験（以下「試験」という．）は，
筆記試験又は電子計算機を使用する方法によ
る試験（以下「学科試験」という．）及び技能
試験の方法により行う．

（電気工事士試験）
第 7 条　電気工事士試験（以下「試験」という．）は，
筆記試験及び技能試験の方法により行う．

（学科試験）
第 8 条　学科試験は，次の表の左欄に掲げる試験
の種類に応じて，それぞれ同表の右欄に掲げ
る科目について行う．

（筆記試験）
第 8 条　筆記試験は，次の表の左欄に掲げる試験
の種類に応じて，それぞれ同表の右欄に掲げ
る科目について行う．

（技能試験）
第 1 0条　技能試験は，当該試験の学科試験の合格
者又は前条の規定により学科試験を免除され
た者に対し，第 8条第 1項の表の左欄に掲げ
る試験の種類に応じて，それぞれ同表の右欄
に掲げる科目の範囲内において，経済産業省
令で定めるところにより，必要な技能につい
て行う．

（技能試験）
第 1 0条　技能試験は，当該試験の筆記試験の合
格者又は前条の規定により筆記試験を免除さ
れた者に対し，第 8条第 1項の表の左欄に掲
げる試験の種類に応じて，それぞれ同表の右
欄に掲げる科目の範囲内において，経済産業
省令で定めるところにより，必要な技能につ
いて行う．

（受験手続等）
第 1 1条　試験を受けようとする者は，受験願書
に写真を添えて，経済産業大臣が試験を行う
場合にあっては受験地を管轄する産業保安監
督部長を経由して経済産業大臣に，指定試験
機関が試験事務を行う場合にあっては指定試
験機関に提出しなければならない．この場合
において，第 9条第 1項の規定により第 1種
電気工事士試験の学科試験の免除を申請する
者にあっては同項に規定する者であることを，
同条第 2項の規定により第 2種電気工事士試
験の学科試験の免除を申請する者にあっては
同項各号のいずれかに該当する者であること
を証明する書類を添付しなければならない．

2　［略］

（受験手続等）
第 1 1条　試験を受けようとする者は，受験願書
に写真を添えて，経済産業大臣が試験を行う
場合にあっては受験地を管轄する産業保安監
督部長を経由して経済産業大臣に，指定試験
機関が試験事務を行う場合にあっては指定試
験機関に提出しなければならない．この場合
において，第 9条第 1項の規定により第 1種
電気工事士試験の筆記試験の免除を申請する
者にあっては同項に規定する者であることを，
同条第 2項の規定により第 2種電気工事士試
験の筆記試験の免除を申請する者にあっては
同項各号のいずれかに該当する者であること
を証明する書類を添付しなければならない．

2　［略］




